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 主要企業の2019年3月期純利益予想は前年同期比-2.1％、円高進行などが見通しに影響。 

 機械、電気機器、卸売業、非鉄金属、小売業などは増益、輸送用機器や建設などは減益予想。 

 今期純利益は最終的に小幅増益を見込むが、実際の業績の上方修正まで、株価は伸び悩みも。 

日本株の業種別業績予想 
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主要企業の2019年3月期純利益予想は前年同期比-2.1％、円高進行などが見通しに影響 

 

 日本では、上場企業による2018年3月期の決算発表がほぼ終了し、2019年3月期の業績予想が出そろい

ました。そこで今回は、東証株価指数（TOPIX）構成企業のうち、3月期決算企業を対象として、業種別に

2019年3月期の業績予想をまとめました。対象項目は純利益ですが、予想を出していない企業もあるため、

2018年3月期の実績値と比較可能な企業のみを選別しています。また、業種は東証33業種分類に基づきま

す。 

 

 以上を踏まえて集計したものが図表1です。純利益は2018年3月期の実績で、前年同期比+21.1％となり

ました。前期は、景気の回復の裾野が世界的に広がり、製造業を中心に業績の持ち直しがみられた結果、純利

益は大幅に伸びました。一方、2019年3月期の予想は、同-2.1％となっています。今期は、米減税による増益

効果の反動に加え、円高や原油高が影響し、減益見通しとなりました。 

【図表1：東証33業種別の純利益の増益率】 

(注) データは2018年5月21日時点。前期増益率は実績、今期増益率は企業の予想。集計の対象は東証株価指数（TOPIX）構成企業のうち3月期決算で、純利益の比較ができる企業。 
(出所) Bloomberg L.P.のデータを基に三井住友アセットマネジメント作成 

業種名 前期増益率（％） 今期増益率（％） 業種名 前期増益率（％） 今期増益率（％）

水産･農林業 12.8 -4.5 精密機器 27.9 2.0

鉱業 赤字転落 黒字転換 その他製品 19.3 -0.9
建設業 12.6 -4.8 電気･ｶﾞｽ業 25.3 -8.8

食料品 3.7 1.3 陸運業 1.3 5.2

繊維製品 -1.4 3.5 海運業 赤字縮小 黒字転換
ﾊﾟﾙﾌﾟ･紙 -19.0 40.0 空運業 6.8 -24.1

化学 19.0 -1.1 倉庫･運輸関連業 79.4 4.1

医薬品 10.5 -1.2 情報･通信業 -2.9 -0.5
石油･石炭製品 98.9 -16.4 卸売業 29.3 5.7

ｺﾞﾑ製品 -11.1 6.4 小売業 2.0 17.0

ｶﾞﾗｽ･土石製品 18.7 6.5 銀行業 2.1 -7.0
鉄鋼 74.0 -4.8 証券･商品先物取引業 8.7 -60.0

非鉄金属 56.0 7.7 保険業 8.1 -0.3

金属製品 -10.4 23.4 その他金融業 35.3 -0.2
機械 30.3 7.1 不動産業 12.7 3.9

電気機器 34.6 12.1 ｻｰﾋﾞｽ業 109.7 -9.1

輸送用機器 38.6 -18.5 合計 21.1 -2.1



2 

機械、電気機器、卸売業、非鉄金属、小売業などは増益、輸送用機器や建設などは減益予想 

 

 次に、業種別の動きを確認していきます。建機メーカーを含む「機械」や、半導体製造装置メーカー、電子部

品メーカーを含む「電気機器」は、伸び率が低下するものの、前期に引き続き増益が予想されています。一方、

自動車を含む「輸送用機器」は、前述の米減税の反動や円高進行が重しとなり、今期は減益予想となっていま

す。「建設業」も、労務費や建材費の増加などから、今期は減益予想です。 

 

 また、資源価格の上昇が追い風になる業種として、商社を含む「卸売業」や、「非鉄金属」が挙げられます。こ

れらも「機械」、「電気機器」と同様、伸び率は低下するものの、今期も増益が見込まれています。内需に目を向

けると、ドラッグストアや百貨店を含む「小売業」や、鉄道を含む「陸運業」は、インバウンドの恩恵を受けやすく、

引き続き増益が予想されています。 

 

今期純利益は最終的に小幅増益を見込むが、実際の業績の上方修正まで、株価は伸び悩みも 

 

 主要企業の2019年3月期の純利益は、全体で減益予想となりましたが、市場が想定していた範囲内だったた

め、いわゆる「ガイダンスリスク（弱気の業績予想が相次ぎ株価が大きく調整するリスク）」の顕在化は避けられ

ました。今期の純利益について、現時点における市場コンセンサスは、「当初は減益予想でも、次第に上方修正

され、最終的には2％前後の増益で着地する」というものです。 

 

 弊社では、調査対象とする主要企業224社（金融を除く）の2019年3月期の業績について、純利益は前

年度比+2.2％を予想しています（3月5日時点）。図表1で集計した企業とは数が異なりますが、市場コン

センサスと同様、最終的には小幅な増益に転じると見込んでいます。そのため、日本株については、実際に業績

予想の上方修正が確認されるまで、やや伸び悩む時間帯が続く可能性があります。 
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 当資料は、情報提供を目的として、三井住友アセットマネジメントが作成したものであり、投資勧誘を目的として作成されたもの又は金融商品取引法

に基づく開示書類ではありません。 

 当資料に基づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。 

 当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。 

 当資料は当社が信頼性が高いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。 

 当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、今後の市場環境等を保証するもので

はありません。 

 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属します。 

 当資料の内容に関する一切の権利は当社にあります。本資料を投資の目的に使用したり、承認なく複製又は第三者への開示等を行うことを厳に禁

じます。 

 当資料の内容は、当社が行う投資信託および投資顧問契約における運用指図、投資判断とは異なることがありますので、ご了解下さい。 
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